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他の事務事業と統合できない事務事業である

市民のニーズが適正に反映されている

25

事務事業の評価（Check）

電話
浮田　雄治

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

事務事業名

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

0826

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

（42）3951

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

　市民、市内事業所等から申請等に基づき実施する事務であり
処理件数等の実績は流動的であるものの、その事務には有期の
事務もあり、また社会のニーズは複雑になってきたため、より
専門性が必要となっている。効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

当初予定した実施項目が達成できた

　市民、市内事業所等から申請等に基づき実施する事務であり
処理件数等の実績は流動的であるため、計画値は過去３年の平
均値としている。

優先的に継続する

Ü

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

主務課長氏名

市民への情報提供を行っている

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

○

チェック

　許認可の事務は、消防法等の法令に基づき市民に対して命令
し、強制し、その自由を拘束する作用であるため、専門性を有
しその行使に際しては平等性を確保しなければならない。

○

○

備考欄（留意事項）

○

②

完了した

縮小して継続する

○

改善により予算要求額変更内容予算（大事業）名改善項目

近藤　修二

　本来消防が行う火災予防広報等を安芸高田市危険物防火安全
協会が担っている。

受益者負担を検証している

効
率
性

申請内容が防火上支障ないかを審査及び検査を行い、法令等に基づいた安全な施設をつくり、利用者の安全を図るととも
に、防火の推進を図り安全で住みよい環境を実現する。

・建築物審査検査関連事業（消防同意、消防用設備等）　・危険物等規制事業（許認可（危険物、火薬、高圧ガス）、保安
検査）
・火災予防条例各種届出受理事業（各種条例届出受付）　・危険物防火安全協会の指導育成支援事業（補助金、危険物取扱
者支援）

有
効
性

25.00

千円

24年度

事務事業の効果を適正に把握している

Ü

○

○

○

○

○

Ü

Ü

Ü

年度

○

Ü

Ü

○

○

設置許可、変更許可、予防規程認
可、仮使用承認申請件数の合計
受益者負担：審査手数料
計画値は過去３年の平均値とする
申請者の申請に基づき実施するも
ので、計画値と実績値の差から評
価することはできない
完成検査、完成前検査件数の合計
受益者負担：検査手数料

計画値は過去３年の平均値とする
申請者の申請に基づき実施するも
ので、計画値と実績値の差から評
価することはできない

③

①

1

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

国や県と重複のない事務事業である

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1.00

－

計画値は過去３年の平均値とする

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

計画値は過去３年の平均値とする

目標値
（目標年度）

26年度

10.00

1.00

－

13.00

－

85,137.60131,741.38

25.00

86.21%

－

84,829.13

23.00

－

－

コスト

コ ス ト

80.00

合計

人

指　標　名　等

17,675

必要人員

24.00

時間外勤務手当

12.00

1,397

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

Ü

21.00

対　前　年　比

件

危険物製造所等の許可、認
可及び承認申請の審査件数

21.00

実績値

単位当たりコスト②

2,128,440

危険物製造所等の完成検査
及び完成検査前検査件数

単位

27.00

－

24年度 25年度

29.00

3,161,800

10.00

0.00

千円

建築確認等に基づく消防同
意審査件数

－

計画値

88.46% －

－

17.00

1,418,960

2.00

1,712,600

－

－1.00

83,468.24

130.77%

－

10.00

10.00

13.00 －

－

3,820,500

131,738.46

13.00

年度

15.00 6.00

－ 年度

建築物の審査、危険物施設の許可に係る審査等を行い、基準に適合した安全な施設を実現して
いる。

一般財源等合計

104.00

25年度

26.00

17,737

2.552.47

26年度

16,623

建築確認申請件数
計画値は過去３年の平均値とする

申請者の申請に基づき実施するも
ので、計画値と実績値の差から評
価することはできない

人件費 受益者負担

年度

今後の計画値
（計画年度）

人

701

単位当たりコスト①

コ ス ト

人件費受益者負担

23.00

1,951,070

一般財源等

対　前　年　比

人件費

121,607.69

単位当たりコスト③

実績値

計画値

計画値

コ ス ト

計画値

活
動
・
結
果
指
標

高圧ガス関係許可及び完成
検査

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

件 実績値

消防費

款 9

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

常備消防費

昭和 48

施　 策 火災の予防
2

計画値

実績値

市内事業所等の関係者、事業所等を利用する市民及び防火を推進する団体

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

414 直接事業費

25年度24年度

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

危険物地下タンク貯蔵所の
改修

Ü

専門性をもった人材を活用できている

火薬類取締法に係る許認可
単位 計画値 11.00

807

780

実績値

282

○

合計

○

18,868

受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

699

26年度

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

一般財源等

415

1,397

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

○

○

Ü直接事業費国県補助金等765

中事業

直接事業費

コスト（千円）財源（千円）

8.00件

消防費

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

年度

実績値

指　標　名

内　　　容

国県補助金等

項

目
主要施策

4

財源（千円）

大事業

継続

常備消防費

常備消防費

国県補助金等

18,061

413

16,972

建築物・危険物規制事業
消防本部　予防課担当部課

作成者氏名

一般会計

主な
関連

予算・
事業名

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

025 消防本部 予防課（建築物・危険物規制事業）.xls
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事務事業名

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
山口　修司

0826

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

妥
当
性

（42）3951

26

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

近藤　修二

　市内全小学校の児童を対象に防火書道を募集し、入選作品を
市内各地で展示することにより防火思想の普及啓発を図る事業
を行っており、防火を推進している団体、安芸高田市危険物防
火安全協会の後援を得るなど、市民参画の機会を作っている。

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

単位あたりコストを削減することはできない

○

○

○

○

職員の能力開発のための対策は十分になされている

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

×

×

他の事務事業と統合できない事務事業である

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

国や県と重複のない事務事業である ○

○

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

当初予定した実施項目が達成できた

　立入・保安検査を行うことにより違反対象物の実態が把握さ
れ、違反の改修により火災予防へとつながる。
　査察実施日が年度末であった場合などは、年度閉めにより是
正率として算出されないため数値に反映されないが、参考まで
に成果指標として算出するものである。
　防火指導により火災に対する知識が向上し、消火、通報、避
難が適正に行われることで被害の軽減が図られる。

　今年度、隔日勤務者5名の体制で行われ、査察出向に際しては、隔
日勤務者の当番者は災害対応により査察出向に制限があるため、隔日
勤務者の非番者の出向が必要となり時間外手当は必要となった。当本
部の専従予防要員数は消防力の整備指針から算出された要員数より不
足しており、査察件数の向上を図るために工夫し計画的に実施する必
要がある。火災予防上、緊急に査察が必要となった場合は特別査察の
時間外手当が必要となる場合もありコスト削減を計れないこともあ
る。
　事業所への防火指導(避難訓練）等を隔日勤務者の代わりに消防関係
業務指導員の活用によりコスト削減を行った。
  火災原因調査の事務を消防署に移管や、事前相談や事務の見直しな
どを行い、事務の軽減と平準化を図った。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

受益者負担を検証している

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

○

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

改善項目

①

②

完了した

チェック

　火災の発生を未然に防止するためには、市民に対しては火災
予防思想の普及を図るための各種行事や広報等の実施、事業所
に対し防火対象物等の立入検査、防火管理者の育成、防火指導
（避難訓練等）、各種届出の受付が必要である。安全なまちづ
くりの推進に今後も火災予防事務事業は必要不可欠である。

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

×

Ü

Ü

○

○

優先的に継続する

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

縮小して継続する

○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

市民への情報提供を行っている

Ü

15,394

目的が達成できるような事務事業の内容である

年度

○

×

○

Ü

○

市以外が実施主体になりえない事務事業である

－

－

消防長の方針に基づき管内状況を
勘案し、査察の重点を定める。

－

2.45

2,155,160

26年度

千円

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

目標値
（目標年度） 予算（大事業）名

年度

是正件数／違反件数（立入・設備
　３６    　１０７　　　点検）

出品数/全児童数（年度当初）

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

特定防火対象物（毎年報告）＋非特
定防火対象物（３年に１回報告）

334.00

500.00

時間外勤務手当 千円

24年度

一般財源等合計

人

指　標　名　等

26,368

必要人員 3.24

年度

47.30%

－

34,986.36

135.00

対　前　年　比

人

査察件数
240.00

実績値

単位当たりコスト②

単位

53,074.32

74.00

単位

計画値

コ ス ト

計画値

500.00

－

単位当たりコスト①

コ ス ト 2,561,400

計画値

25,360.40

100.00

－

3,848,500

120.00
事業所防火指導件数

－

計画値

101.00

対　前　年　比

120.00

－

3,927,500

26年度

－

－

－

61,576.00

35.00

301.00

－

500.00

－

33.66

100.00 100.00

755.00

729.00 －

－

100.00

年度

24年度 25年度

31.81

－

年度

受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

1,105

消防計画に基づく消防訓練の指導
等であり、計画値は１２０とす
る。

人件費 受益者負担

110.00

今後の計画値
（計画年度）

108.91%

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

活
動
・
結
果
指
標

消防用設備等点検結果報告
単位

単位

コスト

コ ス ト

854.00

一般財源等合計

345.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

26,413

－

25年度

件

件

対　前　年　比

昭和 48

施　 策 火災の予防

4

内　　　容

防火管理者の育成、防火指導及び立入・保安検査等を行い火災発生を未然に予防し、また、火災の原因から類似の火災を予
防するとともに被害の軽減を図る。
また、防火ポスター等を行い防火意識の高揚を図る。

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

財源（千円）

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

24年度

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

違反是正状況
（対象物・危険物施設）

1,060一般財源等

財源（千円）

人件費

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

45

人

効
率
性

有
効
性

1,105

年度

120.00

15,350 合計

直接事業費

44

26年度

2

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

25年度

国県補助金等1,488

人件費 受益者負担

・防火対象物・危険物等査察事業（立入検査（火薬、高圧ガス含む）　・火災予防啓発行事事業（防火ポスター等）
・防火対象物指導管理関連事業（防火指導、防火管理、防災管理）　　・火災原因調査事業（火災報告、統計、り災証明書
発行）

防火ポスター・防火書初め
（隔年）

単位

×

○

直接事業費 1,972

24,441

件

○

 直接事業費

指　標　名

計画値

実績値

主要施策

計画値 750.00

点 実績値 870.00

45

実績値

火災予防事務事業
消防本部　予防課担当部課

作成者氏名

一般会計

専門性をもった人材を活用できている

大事業

継続

主な
関連

予算・
事業名

款

常備消防費

常備消防費

消防費

消防費

国県補助金等

コスト（千円）

中事業

1

1

13,906

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

9

市民及び市内各事業所（防火対象物・危険物施設・火薬類及び高圧ガス事業所）

項

目
3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

026 消防本部 予防課（火災予防事務事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック

　消防救急無線デジタル化の実施設計を行っており、山上基地
局を増設することで市内の大部分を無線カバーエリアとするこ
とができ、不感地帯の軽減が図れた。

　消防資機材等は耐用年数を基準として使用頻度・経年劣化等
の調査結果に基づいた整備・更新を行っている。
　使用コストの削減に努め、維持管理の観点から必要な資機材
等に関して適切に実施し、予算化している。
　契約に際し、一般競争入札以外にも、プロポーザル方式など
を採用することにより、要求水準を維持しつつコスト削減を
図っている。
　消防救急無線デジタル化整備について、既設設備を利用する
ことで、整備コストの削減及び構築期間の短縮を図っている。

　消防資機材は耐用年数及び経年劣化があり、消防活動上の安
全性を考えると必要性の高い事業であり、長期的な計画に基づ
き実施する。
　社会環境の変化による様々な災害に対応するための科学的・
効率的な資機材の整備が必要である。
　電波法関係審査基準の改正に伴い、現在使用しているアナロ
グ無線（１５０Ｍｈｚ帯）の使用期限が平成28年5月31日ま
でと規定されたことにより、消防救急無線のデジタル化整備を
計画的に実施する。

　広報紙やホームページにより、119番通報の適正利用の呼び
かけや、通信指令システムの説明などを公開している。

Ü

○

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

5.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

11,195

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

会計名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
小笠原　祐二

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

受益者負担を検証している

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防本部　消防課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

委託契約に際し、設計施工一括プローポーザル方式によ
り、整備後10年間の保守費用を含むコスト削減を図る
ことができた。

35

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ 安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

1.55

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

消防救急無線デジタル化整備事業費削減

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

効
率
性

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

28,795

6.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

消防救急無線デジタル化整備において、安芸高田市の施設及び他社
の既存設備を利用するよう検討し、整備コストの削減を実現するこ
とができた。

解決できていない課題

無線のデジタル化に伴い、施設及び設備の増加・高度化により、保守等
のランニングコストが増加する。

③

杉田　昭文

消防資機材整備費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

年度

－

24年度 25年度

－

－

5.00

－

－

－

－

5.00

合計

人

指　標　名　等

12,882

必要人員

45,171 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

台

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位当たりコスト①

25年度

6.00

28,795,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

4,179,000

5.00

－

5,759,000.00

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市民への情報提供を行っている

－

83.33% －

696,500.00

計画値

－

コ ス ト

実績値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

17,600

実績値

227一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

1.59

一般財源等合計

2.00

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

消防資機材整備事業

4

24年度 25年度

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　被災者（要救助者）
　消防職員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

478,060

各種災害に対応できるよう、車両等（大規模備品）の整備を図るとともに、職員が安全かつ迅速に活動が行えるよう、消防
力の整備指針に基づき適正管理を行うとともに更新計画に基づいた更新整備を行う。
消防救急無線のデジタル化整備を行い、より高品質で秘話性の高い消防独自の通信を確保することにより、災害時の消防隊
への指令、支援情報の伝達及び被災者のプライバシーを保護する。

車両更新計画に基づいた更新を行い、計画的に消防車両等（大規模備品）を更新する。
電波法関係審査基準の改正に伴い、現在使用しているアナログ無線（１５０Ｍｈｚ帯）の使用期限が平成28年5月31日ま
でと規定されたことにより、消防救急無線のデジタル化整備を計画的に実施する。

財源（千円）

 直接事業費

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

○

○

Ü

○

Ü

○

○

Ü

○

○

○

○

Ü

○

Ü

○

Ü

○

○

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

478,287

24年度　基本調査（調査箇所）
25年度　実施設計（施設設計箇所）
26年度　整備工事（施設整備箇所）

25年度コスト内訳
業者選定支援業務費＋実施設計費用
＋人件費

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

直接事業費

財源（千円）

人件費

市
民
参
画

受益者負担

有
効
性

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

478,287

実績値

26年度

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 33,591

人件費

国県補助金等国県補助金等

11,580

32,289

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

10,255

18,540

消防力の整備指針に示された市町村が目標とすべき整備水準を基に、地域の実情に即した適切
な消防体制を整備し、市民の安全安心を守る体制を構築している。

財源（千円）

指　標　名

－

－

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 48

施　 策 消防力の強化（常備：資機材・企画）
2

継続

－

単位 計画値

消防救急無線デジタル化整
備

計画値

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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月 ～

（ ）

（ ）

実
績

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

48

施　 策 消防力の強化（常備：資機材・企画）
2

継続

4,662

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,979

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

70

Ü

○

○

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

○

○

Ü

○

Ü

Ü

○

Ü

○

○

○

70

各主管課長会議　４人
防災シンポジウム・防災情報セミ
ナー等　11人
ドクヘリ関係会議　6人
ドクヘリ症例研究会　5人

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 59

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

広域災害対応事業

4

24年度 25年度

国県補助金等

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　被災者（要救助者）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

　消防広域相互応援協定に伴う援助及び、各種防災訓練への参加や講習会等の企画立案する。

・各種防災講習会の企画または参加
・消防広域相互応援協定に伴う応援・援助活動の実施及び活動報告
・消防緊急援助隊における訓練・活動
・各種総合防災訓練への参加

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等83

実績値

70一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

緊急援助隊訓練参観　２人
各種防災訓練は雨天のため中止と
なる

年度

人

千円

19.00

0.64

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

91.67% －

21,643

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

4,202,010

合計

2.00

25年度

24.00

937,700

－

12.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 519,430

22.00

消防広域相互応援事業
15.00

防災講演会・講習会・研
修・会議

－

実績値

計画値

10.53%

－

42,623

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

3.00

合計

人

指　標　名　等

4,721

必要人員

4,721 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,124,300

1,062,150221,158

2.00

12.00

28.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

3,062

16.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・今年度、5月1日より広島県ドクターヘリが運航開始となり双方の
連携を図り効果的な活動ができるよう実践的な訓練を実施した。ま
た、災害事例に基づいて実施された症例研究会へ参加し今後の参考
とした。

解決できていない課題

・ヘリ要請時ランデブーポイント（離着陸場）が未舗装の場合、散水要
員が必要となり、1救急事案に8名の要員を要すため、次回出動に支障を
きたすことから、当本部の対応として、原則散水の必要のない安芸高田
消防ヘリポート及び旧高宮ニュージランド村跡地舗装施設の運用を行っ
ている。
・ドクターヘリは機体が小さく、機長の判断でランデブーポイント以外
の場所に着陸可能であり柔軟な対応を行っている。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

36

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防本部　消防課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.45

3,062

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
近永　哲也

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

杉田　昭文

チェック

　防災訓練等への参加及び訓練計画の必要性は認識されている
が、当本部の災害対応に関わる人員が限られており、職員が訓
練参加や講演会を受講する機会が少ないのが現状である。
　各職員が積極的に各行事に参加できるよう組織的な支援が必
要である。

　大規模災害対応には、職員の知識・技術の向上が必要であり
災害の予防と軽減を図るためにも効果的な事業である。

　大規模災害発生時に即座に対応できるよう、県内の消防が連
携して行う訓練は特に重要である。
　また、総合防災訓練に関しては、各防災機関等との連携訓練
への参加・計画等も必要である。

　全体的に、消防職員として訓練及び防災に関する研修、講習
を受講することは、災害に対する最新の知識、情報、技術を養
うことであり、市民の安全を守る上で欠かせない事業であり、
妥当といえる。

○

○

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

22.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

036 消防本部 消防課（広域災害対応事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

継続

2,933

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策 3.安全で快適な生活環境の創造

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

216

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

Ü

○

中訓練　　　2回
大訓練　　　2回
消防長査閲　1回

4,326

Ü

○

○

Ü

合計

Ü

216

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

直接事業費

財源（千円）

人件費

216一般財源等

市民への情報提供を行っている

効
率
性

受益者負担

受益者負担を検証している

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

人件費

実績値

計画値

コ ス ト

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

％

対　前　年　比

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

消防活動事業

4

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 48

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　被災者（要救助者）
　消防職員

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費

24年度 25年度

国県補助金等

常備消防費

常備消防費

910

財源（千円）

施　 策 消防力の強化（常備：資機材・企画）
2

コスト（千円）

　消防車両の維持・管理を始め、必要な備品及び消耗品等を計画的に購入し、消防活動における充実性ならびに強化を図
る。また、災害活動及び訓練に関し、観察・評定を実施するとともに、消防訓練においての安全管理を徹底する。

・現場活動・訓練の観察及び評定（総合訓練の企画・立案含む）。
・消防力整備指針による消防力の適正管理・維持。
・計画的な備品又は消耗品の購入。
・車両（安芸高田８）の維持・管理に伴う点検または修理の実施。

財源（千円）
直接

事業費
国県補助金等579

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

計画値１００％は、予算割合
　予算額　485,000円　①
　執行額　427,140円　②
　②/①＊１００＝88.07％
　コストは執行額

年度

年度

0.39

単位当たりコスト①

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位

対　前　年　比

26年度

5.00

計画値

実績値

6,841

88.07

605,640

100.00

－

3,238,187

462,598

88.53

－

71.43% －

－

－

100.00

Ü

－

○事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した人

千円

人

千円

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

895,407

物品等
100.00

消防訓練

－

実績値

計画値 6.00 6.00

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

94.00

合計

人

3,843 合計

26.00

3,843

必要人員

25年度

6.00

427,140

4,850

指　標　名　等

99.48%

25年度

7.00

4,477,037

－

24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した

年度

－

年度

年度

－

年度

改善により予算要求額変更内容

－

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する－

－

今年度までに実施した改善内容

・大訓練として、ヘリ合同訓練を年間2回計画。天候不順で飛行不
能となった場合単独訓練に切り替えるケースがあることから、航空
隊と協議し予備日を設け計画的に訓練を行った。

解決できていない課題

・定年退職者の増加に伴い、新規採用者への教育を最優先課題としてい
るため、他の職員の訓練技術向上の底上げが図れない。

杉田　昭文主務課長氏名

③

改善項目

①

②

資源配分の方向性

予算（大事業）名

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般財源等

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

0.65

4,905

0826
（42）0931

1

常備消防費

消防費

1

4,905

1

電話
関川　敬介

消防費

消防本部　消防課

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート37

事務事業の評価（Check）

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

市民のニーズを的確に把握している

款 9

担当部課

作成者氏名

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　年間計画に基づき、計画的に執行した。
　専門知識や技術を持った職員の人材育成及び強化を目標とし
た訓練計画をたて、またそれを実施することにより、消防技術
のスキルアップが図られている。

　消防資機材の整備を行うことで老朽化による不測の故障を防
止し、災害に迅速かつ安全に使用でき、安全・安心な市民のニ
ーズに効果が図れる。

Ü

○

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

　広報活動も兼ね、比較的規模の大きな訓練やイベントを実施
する際には報道機関に情報提供を行い、逐次市民に対しても広
報誌やホームページへ掲載することにより消防活動をアピール
している。

○

○

　消防業務の市民サービス低下は、市民の生命、身体及び財産
に直接影響を及ぼすものであり、迅速、効果的な消防活動を行
うためには老朽化した資機材を計画的に整備する必要があり、
必要な装備は、コスト的には最小限にし、効率的に行った。
　さらなる効率性を高めるために、訓練内容にあっては随時、
検討・見直しを図っている。

　消防業務は、自然災害、人的災害、火災、救急救助等活動も
広範囲にわたり、都市化と高齢者人口の増加による災害形態の
変化とベテラン職員の退職により若手職員の技術向上を行って
行く上で欠かせない事業であり、今後において発生が懸念され
る大規模災害に備えるためにも継続する必要がある事業であ
る。

○

○

○

○単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

国や県と重複のない事務事業である

Ü

○

Ü

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

○

Ü国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

Ü

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

037 消防本部 消防課（消防活動事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

　広報誌やホームページにより、119番通報の正しいかけかた
及び携帯電話やＦＡＸ１１９などの通報要領や説明などを掲載
している。

Ü

○

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

4.00

杉田　昭文

チェック

　専門業者による通信指令施設の点検及び職員によるメンテナ
ンスを計画的に実施したことにより、機器の障害を最小限に抑
えることができた。

　指令員の技能向上研修の実施により、成果指標の受付から指
令まで2分以内に処理した割合は84％で前年度を上回り、受付
から消防隊等が現場到着するまでの時間短縮に繋がった。

　総合行政システムを活用し、住民基本台帳データを指令台に
登録することにより被災者情報を迅速に取得している。

　位置情報通知システムの導入により、災害地点特定までの所
要時間の短縮が図れた。携帯電話の119 番通報に係る位置特
定において効果が顕著であり、119 番通報を受付ける指令員
の負担軽減が図れた。

　119番通報の受付を確実に行うため、通信指令施設を適正に
維持管理し、その施設の迅速的確な操作及び出動指令並びに情
報提供が行えるよう指令員の研修、訓練の実施している。
　指令データを常に最新に保つため、新築建物の情報収集及び
現地調査を行い、最新情報に更新している。
　機器の保守は専門業者と委託契約を締結し、定期点検及び消
耗品の予防交換によりトラブルを最小限に抑え、万が一の障害
発生時には24時間オンコール対応により可及的速やかな復旧
体制を構築している。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
大野　法希

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

5.55

45,241

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防本部　消防課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

39

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・お太助フォンを利用して緊急放送（消防団指令）を実施すること
により、防災行政無線用専用回線を廃止することにより、費用の低
廉化が図れた。

解決できていない課題

・お太助フォンからの緊急放送は、通信指令台と放送用サーバとの調整
が難航しており、本運用に至っていない。（業者間で調整中）
・お太助フォンからの安心電話運用は平成26年6月度以降に本格運用予
定、担当課と協議中。

③

発信地表示システム利用料改定による減額、及
び、防災行政無線回線利用料削除による減額。

45,241

4.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

通信指令施設維持管理費削減

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

受付から出動指令までを2分以内
に処理した割合

－

年度－

66.67%

10.00

消防活動管理費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

指令施設の地点データを最新のも
のに更新、修正した回数

指令員の技能向上を目的とした研
修及び新規通信員の育成を目的と
した研修を一人が年間に実施した
回数

目標値
（目標年度）

2.00

196,381.50

6.00

24年度 25年度

12.00

4.00

1,014,888

3.00

253,722.00

36.00

4.00

4.00

－

76.00 84.00

100.00 100.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

326,214

9,061.5011,020.28

36.00

計画値

コ ス ト

計画値

1,857.00

合計

人

指　標　名　等

41,374

必要人員

41,374

100.00%

－

1,219,186.50

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
技能向上研修実施回数

対　前　年　比

回

通信指令施設定期メンテナ
ンス回数

36.00

通信指令施設保守点検回数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 638,230

4.00

一般財源等

396,730

合計

1,769.00

25年度

4.00

4,876,746

－

36.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

Ü

－

100.00% －

159,557.50

10.00

計画値

－

計画値

実績値

受付から出動までの時間短縮は、１１９番の聴取要領及びシステム操作の向上により可能であるが、確実
性を重視しなければならない状況もあるため、短縮だけを目標にできない面もある。消防力の整備指針を
基に、地域の実情に即した適切な消防体制を整備し、市民の安全安心を守る体制を構築している。

－

－

100.00

4.00

人

千円

36.00

4.81

単位当たりコスト①

1,178,289

3.00

26年度

人

千円

職員による定期メンテナンスを実
施した回数、システム稼働状況の
確認、システム再起動、消防無線
基地局・固定局点検、バッテリー
交換など

年度実績値

10,138一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

119番通報の受信及び出動隊への出動指令を行う通信指令施設を常時良好に運用できるよう維持管理を行うとともに、
119番通報の受付から出動隊現場到着までの時間短縮、事案発生初動体制における的確かつ有効な支援情報を行うことによ
り、災害による被害を最小限に抑える。

通信指令施設運用事業、通信指令技能向上事業、指令データ管理業務、通信指令機器保守点検事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等8,743

24年度 25年度

国県補助金等

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

被災により、消防行政を必要とする被災者と消防関係者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

通信指令施設の運用、管理事業

3

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 4,500

人件費

活
動
・
結
果
指
標

データ更新回数
単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

%

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

受付から出動指令までの時
間短縮

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

10,138

通信指令施設（２回）、無線電話
装置（2回） 計4回

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

○

Ü

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

10,138

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

36,874

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

36,498

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 14

施　 策 消防力の強化（常備：資機材・企画）
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

039 消防本部 消防課（通信指令施設の運用、管理事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

国県補助金等

1,528 3,754 人件費 受益者負担

メディカルコントロール事業
消防本部　消防課担当部課

作成者氏名

一般会計

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4

コスト（千円）財源（千円） 財源（千円）

大事業

継続

常備消防費

常備消防費

消防費

3.安全で快適な生活環境の創造

年度

実績値

指　標　名

272

単位 計画値

人件費

目標年度に目標を達成できそうである

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

Ü

○

○直接事業費国県補助金等

Ü

合計

Ü

Ü

中事業

26年度

千円

人

○

Ü

直接事業費 296

369一般財源等

人件費 受益者負担

人

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

計画値

実績値

救急隊員（救急救命士含む）

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

 直接事業費

25年度

単位

平成 18

施　 策 消防力の強化（常備：資機材・企画）
2

9

款 1

一般財源等

消防費

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

24年度

実績値

受益者負担

単位当たりコスト①

コ ス ト 720,933

今後の計画値
（計画年度）

実績値

単位当たりコスト③

実績値

1,824

－

一般財源等合計

116.00

25年度

45.00

備 考
（指標の計算方法、算式等）

369

検証票提出件数　48件
CPA　30件
外 傷　17件
アナフィラキシー　1件

人0.20

千円

－ 年度

25年度

年度

26年度

－

－

24年度

58,055

18.00

94.74%

1,103,042

19.00

24年度

年度

106.67% －

16,021 －

48.00

28,900

圏域MC協議会会議
圏域MC症例研究会

21.00

実績値

単位当たりコスト②

26年度

千円

事後検証

－

計画値

時間外勤務手当

計画値

コ ス ト

計画値

－対　前　年　比

369

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

広島圏域MC協議会会議　　3人
広島圏域ＭＣ症例研究会　15人
（第1回研究会3名、第2回研究
会当本部開催9名、第3回研究会
3名）

継続する

休止、廃止をする

○

コスト

コ ス ト

72.00

合計

人

指　標　名　等

1,824

必要人員

60.00

計画値 19.00

45.00 48.00

1,387,200

26.00

－

－

－

－

2,639,800

146,656

－

・ほとんどの職員が兼務職員であり人員に余裕がなく、研修参加人員に
限りがあり、目標達成に苦慮。

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

③

主務課長氏名

4,026

年度

－

0.55

4,026

年度

－

－

○

他事業と統合する
資源配分の方向性

目標値
（目標年度）

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・救急救命士再教育に係る改正ポイント制クリアーに向け、計画的
に病院実習、症例検討会及びシンポジウム等の研修に参加。

・医師の指示・指導・助言及びメディカルコントロール検証医師による事後検証の実施。
・医療機関での研修、事例研究会・症例研究会への参加。

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

有
効
性

Ü

○

○

○

Ü

Ü

改善項目

①

②

受益者負担を検証している

効
率
性

解決できていない課題

○

○

チェック

　メディカルコントロール体制を充実させ、救急救命士を含む
救急隊員が行う病院前救護の質を向上させる。
　救命率を向上させるため、救急現場から医師の指示・指導・
助言を受ける円滑な体制の確保、気管挿管、薬剤投与救命士の
養成、医学的観点からの救急活動事後検証、救急救命士等の再
教育を実施する必要があり、継続する必要のある事業である。

○

○

備考欄（留意事項）

○

○

Ü

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

優先的に継続する

Ü

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

専門性をもった人材を活用できている

改善により予算要求額変更内容

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

杉田　昭文

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

　地域におけるメディカルコントロール体制整備の充実により
救急救命処置の高度化と検証医師からの指導・助言による救急
活動の質の坦保及び質の向上が図られた。
　今後も、救急活動の質と救命率の向上を図り市民の「安心」
「安全」を構築するため、事業を継続し実施する。

　救急業務の質を医学的観点から高めるため、
　①救急救命士に対する医師の指示・指導・助言体制の強化
　②救急活動の事後検証の確立
　③救急救命士の再教育の充実
の３点を重点的にメディカルコントロール協議会及び医療機関
と連携を図りながら、メディカルコントロール体制の整備、充
実を行った。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

○

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事務事業名

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
逸見　飛鳥

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である
対　　　象

（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

医師の指示・指導・助言及びメディカルコントロール検証医師による事後検証、病院研修を通じ、救急隊員の救急医療に対
する知識・技術の向上を図る。また、医師の指導による最新技術・技能を習得することにより救命率の向上を図る。

国や県と重複のない事務事業である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

48

事務事業の評価（Check）

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

048 消防本部 消防課（メディカルコントロール）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○

Ü

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

0.00

益田　輝喜

チェック

　火災、警戒、その他の災害に出動し、市民の生命や財産を各
種災害から守ることができた。
　高度な技術と知識を備えた隊員が必要であり、自己研鑽も当
然であるが、消防学校及び消防大学校等における教育機関での
養成が必要であることから、今後においても継続実施すること
が必要である。また、最新の知識や技術を活かせる資機材の整
備や勤務体制も重要である。

　日ごろから基礎訓練及び応用訓練を実施することで、現場で
の災害活動が迅速・確実にできるものであり、日々訓練を実施
している。
　しかし、職員数が国の定めた消防力の整備指針の基準に到達
していないため、これ以上の職員削減は災害対応力等の観点か
らして非常に効率的で無い。また、コストの大半は人件費であ
り、コスト減の余地はない。

　市民の生命や財産を各種災害から守るもので必要不可欠である。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
有間　剛史

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

26.75

199,206

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防署　警防課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

42

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　訓練指導マニュアル及び訓練時における安全管理マニュアルを作
成し、少ない訓練時間の中で計画的に効率のよい訓練を実施した。
　また、消防操法の基準にある消防ポンプ操法（小型ポンプ操法）
を年間を通じて実施し、基本の再確認及び個々のスキルアップに努
めた。

解決できていない課題

　職員数が少ないため、通信指令業務に従事したり、災害種別によっては救急車
や救助工作車への乗り換え出動を行うなど多種にわたる業務を行っている。特に
救急出動の回数が多く、救急出動中に他の災害が発生した場合は、出動人員が減
り災害活動に支障がある。　また、大量退職時代を迎え熟練職員が退職して、経
験年数が５年以内の職員が多くなり、火災・各種災害対応訓練を始め、救急訓
練、救助訓練など幅広い訓練を行い技術伝承を行う必要があるが、救急出動など
が多く訓練時間の確保が困難である。

③

199,206

0.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

92.50%

0.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

活動中の隊員の死傷者数

車両、資機材の点検、修理及び消
耗品等の購入に要する経費

救急出動件数
　１,４１９件

目標値
（目標年度）

0.00

26,274.45

1,534.00

24年度 25年度

0.00

1,419.00

23,164,000

0.00

16,324.17

0.00

0.00

0.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

4,093,000

240,764.7165,004.93

17.00

計画値

コ ス ト

計画値

18,570.00

合計

人

指　標　名　等

237,935

必要人員

237,935

56.67%

－

152,811.59

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
救急出動件数

対　前　年　比

件

救助出動件数
0.00

火災出動件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 6,503,710

69.00

一般財源等

1,950,148

合計

18,086.00

25年度

69.00

10,544,000

－

0.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

100.00% －

94,256.67

0.00

計画値

－

計画値

実績値

災害の発生は予測が困難である。

3,384,295.00

6,967,000.00 8,677,000.00

－

－

0.00

人

千円

30.00

28.23

単位当たりコスト①

40,305,000

0.00

26年度

人

千円

救助出動件数
　1７件

年度実績値

8,677一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

　日常の各種訓練を行い、災害にかかるすべての関係者の生命、身体及び財産を災害から保護するとともに、災害による被
害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行う。

　火災・救助等活動対応事業、救急活動対応事業、火災・救助等活動対応力向上事業、救急活動対応力向上事業、警防資機
材管理事業、救急資器材管理事業、消防団連携強化事業、防火指導事業（自主防災等）。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等6,153

24年度 25年度

国県補助金等

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　安芸高田市内で発生した災害にかかるすべての関係者。
　安芸高田市の消防団員及び消防吏員。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

警防活動事業

4

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 16,763

人件費

活
動
・
結
果
指
標

活動中の隊員の事故発生件
数

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

6,153,000.00 －
資機材管理事業

単位 計画値 3,435,454.00

円 実績値

26年度

○

8,677

火災出動件数
　2５件
警戒出動件数
　４３件
その他出動件数
　　１件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

○

Ü

Ü

Ü

○

○

○

○

○

合計

○

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

8,677

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

221,172

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

193,053

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 47

施　 策 災害体制の充実
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

042 消防署 警防課（警防活動事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 47

施　 策 災害体制の充実
2

479

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,657

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

590

○

○

○

○

○

合計

Ü

○

○

○

○

Ü

×

○

○

○

○

○

○

590

救急教室　　 　73回　2,498人
救命入門コース　6回　　125人
普通救命講習　　5回　　  11人
上級救命講習　　1回　　  39人
普及員再講習　　4回　　  14人
※計画値は３年間の合計が生産年
齢人口の３５％となる値

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
応急手当普及率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 623

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

応急手当普及啓発事業

4

24年度 25年度

国県補助金等

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

地域団体、各学校幼稚園保育園、市内の企業、福祉施設等からの要請。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

家庭内及び地域学校職場等で発生した傷病者に対して付近者が応急処置を行うことにより救命率及び社会復帰率の向上を目
指す。

心肺蘇生法及びＡＥＤの使用法並びに怪我等の応急処置の講習を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等829

実績値

590一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

0.06

単位当たりコスト①

－

－

35.00

計画値

実績値

－

116.22% －

476.64

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

一般財源等合計

19.00

25年度

2,312.00

4,486,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,102,000

2,687.00
応急手当普及啓発活動

－

実績値

計画値

－

1,669.52

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

48.00

合計

人

指　標　名　等

1,102

必要人員

1,102 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,050.00

－

38.40 44.89

35.00 35.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

過去３年間の受講者を当該年度の生
産年齢人口で除したもの（外国人を
含む）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

4,486

2,050.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

消防関係業務指導員を積極的に活用して、応急手当普及啓発の市民
指導を行った。非番週休職員の負担軽減と時間外勤務の縮減に一定
の効果を得た。

解決できていない課題

救急教室等受講者は計画値を上回っている。が、これらの講習は対象者
からの申請があって行うもので、毎年同じ事業所・団体からがほとんど
であるが、地域振興会など地域に密着した団体からの申し込みも多くな
りつつあり、より多くの方の参加ができるように周知徹底を図らなけれ
ばならない。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

47

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防署　警防課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.55

4,486

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
谷口　修二

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

益田　輝喜

チェック

普通救命講習の割合を高くし、応急手当の内容を充実するため
にウェブ講習を導入して講習時間の短縮、興味を持ってもらう
ようにする。ただ、講習会は各事業所、地域からの要請に基づ
き実施しているため目標値を設定しても達成することが困難な
状況が発生すると思われる。また、今年度からは毎月の定期講
習を実施している。

地域団体、職場、学校等から要請に出向して講習会を開催して
おり実施件数は流動的である。応急手当普及団体は日本赤十字
社等も実施しており、当市においても日本赤十字社による講習
を受けている事業所もある。今年度も消防関係業務指導員を積
極的に活用し講習会に出向しており、職員の時間外などのコス
トの削減につながっている。講習は昼夜無料で行っている。

バイスタンダーの適切な応急処置は、救命率の向上に不可欠で
あり、引き続き市民のニーズに合った応急手当の普及啓発を継
続する必要がある

救急現場に居合わせた人が、救急車到着までに応急処置が行え
るよう、市民に対して救急法の普及啓発を行っている。

○

○

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

2,050.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

047 消防署 警防課（応急手当普及啓発事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

消費者行政推進事業
総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

一般会計

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3 平成

コスト（千円）財源（千円） 財源（千円）

大事業

26 3

国県補助金等

年度

2,794

880

3,749人件費

直接事業費国県補助金等1,497 752

単位 計画値

実績値

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

○

○

○

合計

○

Ü

中事業

26年度

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

○

Ü

専門性をもった人材を活用できている

○

○

直接事業費 1,640

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

％
消費生活相談の人口割合

指標化できない成果

計画値

実績値
相談件数

指　標　名

計画値

実績値

消費生活事業の推進に関心のある市民、及び消費生活に悩んでいる市民

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

平成 16

施　 策 安全な消費生活の推進
5

1

 直接事業費

25年度

諸費

諸費

総務費

総務管理費

款 2

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

時間

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

24年度

実績値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

4,434

－

1,593一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

1,593

H24年度年間相談件数　72件
H25年度年間相談件数　85件

人件費 受益者負担

年度

今後の計画値
（計画年度）

85.00

一般財源等合計

85.00

25年度

72.00

一般財源等

人

相談は、問題が発生した場合に市民から相談を受けるもので、その内容は個人の認識により
異なる。悩みの解決は必要不可欠で、相談窓口は悩みを抱える市民のニーズに応えている。

-

0.27 0.33

-

－

年間総相談件数/20歳以上人口
H24年度　72件/26,426人
H25年度　85件/26,078人年度

72.00 85.00

- -

－

26年度

－

118.06% －

－

－

－

－

24年度 25年度

0.33

26年度

千円

消費生活相談件数

－

計画値

600.00

単位当たりコスト①

コ ス ト

計画値

時間外勤務手当 千円

24年度

－

600.00

対　前　年　比

相談窓口開催時間数
600.00

実績値

単位当たりコスト②

計画値

コ ス ト

計画値

Ü

1,593

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

コスト

コ ス ト

66.00

合計

人

指　標　名　等

3,554

必要人員

600.00

100.00%

－

606.00

--

－

年度

－

－

年度

H24年度年間相談件数　72件
H25年度年間相談件数　85件
（相談件数は計画値なし）

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H24年度　100日(6時間/日)
H25年度　100日(6時間/日)

国や県と重複のない事務事業である

1

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

 

今年度までに実施した改善内容

・窓口の相談体制を整備するため，平成23年度よりパイオネット
（全国消費生活情報ネットワークシステム）を導入。以前は相談件
数及び相談内容について，毎月県へ報告していたが，パイオネット
の導入により不要となり事務改善された。
・相談内容について，他市町の消費者相談センターが受け付けた情
報をタイムリーに検索できることから，相談者へ迅速に対応できる
ようになった。

解決できていない課題

・パイオネット（全国消費生活情報ネットワークシステム）の効率的配
備推進の観点から端末等設置基準の見直しが行われ，本市は設置基準を
満たしていない。平成27年度より新基準によるネットワーク運営が計
画されており，条件を満たさない本市においては，従来行っていた県へ
の報告事務を行う必要がでてくるなど，事務改悪が懸念される。
・相談内容について，消費者問題以外の個人的な相談内容が寄せられる
ことも多く，対応に苦慮している。

③

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

目標値
（目標年度） 予算（大事業）名

5,246

年度

○

Ü

○

Ü

○

×

－

0.46

4,494

受益者負担を検証している

効
率
性

消費生活問題に対する情報を提供し意識の高揚を図り、解決方法の助言・悩みの解消を図る。

消費生活問題に関する専門の相談員を１名配置し相談に応じる。
相談員不在時には国・県の消費生活相談センター等へ紹介。
＊消費生活相談窓口開設日時　毎週水・金曜日（祝日を除く）　9:30～16:30（12:00～13:00を除く）

完了した

縮小して継続する

有
効
性

Ü

○

－

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

×

改善項目

①

②

○

○

○

チェック

◇近年の消費者問題は，内容が複雑化・多様化しており，
日々めまぐるしく変化している。相談件数は決して多くはな
いが，対応に緊急を要するもの，県・国レベルでの対応が必
要なものなどもあり，予測不可能な問題が発生している状況
にある。これらの問題に適切に対応するため，関係機関との
連携を密にしながら，更なる市民のニーズに応えるべく継続
して事業を進めていく必要がある。

○

○

備考欄（留意事項）

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

優先的に継続する

Ü

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

行森俊荘

◇高齢者向け・新成人向けに加え，今年度は小中学生向け啓
発リーフレットを配布。被害の未然防止・拡大防止を図ると
ともに，広く相談窓口の存在を知らせている。
◇相談窓口の存在も定着しつつあり，自らの判断で被害を未
然に防いだ市民からの情報提供も増えている。こういった情
報を発信することも含め，地域で防犯活動を行うボランティ
ア団体と連携しながら事業を進めている。

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

◇日々変化し続ける相談内容に対応するため，相談員の情報
収集及び資質向上を図るための研修会への参加をしている。
主に相談窓口開設日以外に開催される研修会に参加している
ため，十分と言えるほどの受講はできていないのが現状。

◇相談員は専門知識を有した者であり，その報酬については
全国的にばらつきがある。引続き国の動向を考慮して対応す
る必要がある。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

○

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

事務事業名

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている10

電話
齋藤　香代

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

消費者行政推進事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

562

事務事業の評価（Check）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

562 総務部 危機管理室（消費者行政推進事業）.xlsx



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

○

○

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

10.00

消防総務課長　土井　実貴男

チェック

研修により現場対応能力の向上は図られている。
研修後、職場内で訓練及び教養を実施することによりスキル
アップを図っている。
職員研修計画基本方針を策定し、それに基づき計画的に研修を
実施させたため、ほぼ研修計画とおりの成果となった。

災害活動に従事する上でコスト削減の余地は見当たらない。

安芸高田市の災害対応をするうえで必要不可欠である。
全職員の精鋭化により組織を高めていくうえで必要不可欠であ
る。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
田中　真二郎

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

3.85

31,802

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防本部　消防総務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

32

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年間を通じ、新規採用者の研修を実施し必要な資格を取得させた。
長期研修の見直しを行い、短期の研修を多く受講させることによっ
て多くの職員を派遣することができた。
職員研修計画基本方針を策定した。

解決できていない課題

③

31,802

58.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

研修受講延べ人数÷年度研修計画
人数※研修計画に基づくものに限
る

－

年度－

188.24%

14.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・消防学校危険物科・予防技術検定
試験・調査技術会議・企業防災指導
会・各種公開講座等

県、中国、全国消防長会会議等

・消防学校（救急科、救命士再教
育）・救急隊員シンポジウム・救
急医学会・救命士養成関係・各種
公開講座、講師派遣等

目標値
（目標年度）

11.00

32,886.18

17.00

24年度 25年度

17.00

32.00

3,066,140

4.00

95,816.88

8.00

32.00

5.00

－

93.90 95.24

100.00 100.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

573,660

27,317.1416,187.50

21.00

計画値

コ ス ト

計画値

40.00

合計

人

指　標　名　等

19,193

必要人員

19,193

105.00%

－

111,777.15

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
救急研修

対　前　年　比

人

救助研修
9.00

消防研修

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,522,489

20.00

一般財源等

323,750

合計

26.00

25年度

33.00

2,235,543

－

17.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

60.61% －

46,136.03

8.00

計画値

－

計画値

実績値

23.00

23.00 23.00

－

－

100.00

11.00

人

千円

20.00

2.79

単位当たりコスト①

559,065

6.00

26年度

人

千円

・消防学校救助科・小型クレーン
講習・小型船舶講習・玉掛け講
習・救助指導会審査員研修・各種
公開講座、講師派遣等

年度実績値

5,460一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

消防職員を消防学校等の教育施設へ派遣し講習・研修することにより、必要な職務遂行能力の向上を図り、市民が安全で快
適な生活が行えるよう消防力の強化を図ることを目的とする。

消防研修事業・救助研修事業・救急研修事業・予防研修事業・消防長会主催会議出席事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等6,308

24年度 25年度

国県補助金等

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

消防職員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

消防職員研修事業

4

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 3,210

人件費

活
動
・
結
果
指
標

予防研修
単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
研修受講割合

指　標　名

28.00 －
消防長会主催会議出席

単位 計画値 27.00

人 実績値

26年度

○

5,460

・消防学校（初任教育、警防科、
中級幹部、団教育）・消防技術者
会議・緊急自動車運転講習・中型
限定解除・陸上特殊無線・各種公
開講座、講師派遣等

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

Ü

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

○

Ü

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

5,460

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

15,983

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

25,494

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 48

施　 策 消防力の強化（常備：施設・人員）
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

032 消防本部 消防総務課（消防職員研修事業).xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 48

施　 策 消防力の強化（常備：施設・人員）
2

継続

7,802

44,500

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,335

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

15,540

Ü

○

○

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

○

Ü

○

○

○

○

○

Ü

○

Ü

○

15,540

消防施設箇所数
（本部（署）庁舎、北部分駐所、
西浦訓練場、ヘリポート）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

箇所

単位

箇所

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 62,318

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

職場環境等整備事業

4

24年度 25年度

国県補助金等

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

消防職員及び消防業務上接する人並びに消防施設を利用する人

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

良好な環境のもとにおける就労と、スムーズな災害出動体制の確保を図る。
（消防職員被服、個人装備品管理、消防施設等の管理運営を行う。）

消防職員被服・装備品管理事業、消防施設管理運営事業、消防職員委員会事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等15,671

実績値

15,540一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

25年度中の修繕及び改修
庁舎7箇所、ヘリポート1箇所

年度

人

千円

11.00

1.07

単位当たりコスト①

4,175,827

－

－

計画値

実績値

－

100.00% －

3,461,566.25

235.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

43,365,000

合計

51.00

25年度

4.00

11,379,327

－

4.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 13,846,265

4.00

各施設修繕及び改修
4.00

管理施設数

－

実績値

計画値

72.73%

－

2,844,831.75

実績値

単位当たりコスト③

実績値
消防職員被服・装備更新

対　前　年　比

個

計画値

コ ス ト

計画値

12.00

合計

人

指　標　名　等

25,620

必要人員

70,120 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

488,229

61,028.633,942,272.73

8.00

4.00

4.00

－－

6,394.83

653.00

24年度 25年度

532.00

390.00

3,537,815

9,071.32

59.72%

389.00

常備消防に要する経費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

活動服（夏・冬）、救急服（夏・
冬）、ベルト（活動服用・救急服
用）、短靴、災害用個人装備の整
備（ゴム長靴、編上靴、ケブラー
手袋）等個数合計
職員関係支給品総額

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

修繕費

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

22,006

4.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

庁舎老朽化に伴い、緊急度を勘案した修繕計画を樹立した。
職員貸与品規則の見直しを行った。

解決できていない課題

老朽化した庁舎付帯設備の更新。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

33

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防本部　消防総務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.95

22,006

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
田中　真二郎

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

消防総務課長　土井　実貴男

チェック

災害現場活動において、作業が素早く的確に行えるよう貸与品
を更新させるとともに、職員の安全確保に有効な事務事業であ
る。

25年度、修繕箇所が多数発生し、今後も 施設の老朽化に伴う
修繕等の増加が見込まれるため、緊急度
被服・装備について必要な性能を確保できている物については
貸与規則上貸与可能であっても現有品を使用し、新品は貸与し
ていない。

市民の生命・財産を守るため、消防職員の装備等及び活動拠点
を的確に管理することによって、市民生活の不安を解消でき
る。

○

○

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

4.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

033 消防本部 消防総務課（職場環境等整備事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

Ü

×

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

50.00

消防総務課長　土井　実貴男

チェック

退職者等に対し、欠員補充ができていない。（条例定数を満た
していない。）
再任用職員及び非常勤職員を活用した

市民の安全安心を守るためには、コスト削減の余地は見当たらない。

本市消防の活動データを年報として記録することによって、消
防行政の現状等把握できるため必要な事業である。
人事管理は、適正な人員配置（採用を含む）を計画し、消防力
の低下を招くことなく災害対応をするため必要不可欠である。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
田中　真二郎

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

1.15

9,112

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防本部　消防総務課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

34

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

職員の兼務及び組織の効率化について継続して見直し検討した
昇任資格試験実施計画を定めた

解決できていない課題

条例定数までの消防職員の人員確保

③

9,112

49.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

新規採用職員数
平成25年度採用試験実施

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

1.00

49.00

－

5.00 3.00

5.00 3.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

0

0.000.00

1.00

計画値

コ ス ト

計画値

730.00

合計

人

指　標　名　等

9,957

必要人員

9,957

14.29%

－

0.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

消防職員の表彰
7.00

消防職員数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 0

47.00

一般財源等

0

合計

440.00

25年度

46.00

0

－

1.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

Ü

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

102.17% －

0.00

計画値

－

計画値

実績値

88.50

88.46 90.38

100.00

－

－

100.00

2.00

条例定数の比較
年度末職員数÷条例定数５２人

人

千円

7.00

1.11

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

全国消防長会表彰該当なし
平成25年度消防庁長官表彰１名
平成26年度中消会表彰１名予定

年度

52.00

H27実績値

1,340一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

質の高い事務執行と将来的な組織構想の構築、人事ローテーションによる職員個々の能力開発と組織の活性化及び適正経理
事務を行い、予算執行の把握を行う。
消防年報を作成する。

幹事課事業、年報発行事業、人事管理事業、消防経理管理事業、式典・表彰事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,065

24年度 25年度

国県補助金等

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民、消防関係機関、協力団員及び消防職員並びに消防業務上接する人

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

消防総務事業

4

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,146

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

％
消防職員充足率

指標化できない成果

計画値

実績値
消防職員採用

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

1,340

3月３１日現在の消防職員数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

○

○

○

○

Ü

Ü

○

○

○

○

○

×

合計

○

○

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

1,340

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

8,811

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

8,047

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 48

施　 策 消防力の強化（常備：施設・人員）
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

034 消防本部 消防総務課（消防総務事業）.xls


